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２ 大槌町 
大槌町役場「自然湧水を活用した移転元地の利活

用の推進」 

 
 
 
 
 
 
 

所 在 地：岩手県大槌町 

主な用途：湧水を活用したサーモンの種

苗生産施設及びワサビ等の水

耕栽培施設 

■ 位置図 

 

１．目的と背景 

移転元地の自然湧水を活用した土地利用方策を検討 
 東日本大震災の被災による工場の移転や、近年の秋

サケの不漁により、町の主力産業である水産加工業

が低迷しており、産業振興が急務。 

 サーモンの消費市場拡大を背景とした海面養殖事業

の規模拡大の動きにあわせ、種苗生産のニーズも増

大。 

 湧水が豊富な移転元地を農林水産物の生産地として

活用し、新たな特産品としての「おおつち湧水ブラ

ンド」構築を図ることで、産業活性化と雇用の創出

による持続的な地域づくりにつなげる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２．本取組のターニングポイント 

① 綿密なマーケティング調査と事業主体候補者の意見調整により、町内におけるサーモン養殖事業推進
に向けた関係者間の意識を醸成 

② 大槌駅裏地区の周辺環境保全に係る関係者間の調整により、同地区活用の方向性を明確化 

③ 町による積極的な渉外活動により、水耕栽培事業の担い手候補を発掘 

＜今年度の取組成果＞ 
 サーモン養殖事業について、関係者間での意見交換・ビジョンの検討が行われ、町内で事業を着実に

進めることで合意。町の新たな基幹産業として、雇用創出等に期待大。 
（令和 4年 4月より、これまでの試験運用から本格事業実施に移行） 

 移転元地に生息する希少生物保護の観点を踏まえ、湧水を活用した水耕栽培事業の事業可能性を
検討。事業者候補の発掘等、事業化に向けた検討が大きく進展。 

 これらを着実に推進するため、町は新たに企業立地に向けた補助金を予算化。 
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本取組を進める際に想定された課題 

大槌駅裏地区の活用を想定して、サーモン養殖と水耕栽培の混合施設の実現性や事業推進に向け

た関係者の意識統一を課題として捉えていたが、検討を進める中で、大槌駅裏地区の揚水等に伴う

周辺環境への影響や、サーモン養殖と水耕栽培を切り離して検討した方が効率的であること等が判

明し、令和 3 年度は以下の課題解決に取り組んだ。 

 サーモン養殖事業推進に向けた体制の明確化 

 産業振興と大槌駅裏地区の周辺環境との調和 

 水耕栽培事業の事業可能性や前提条件の整理・可視化 

今年度の取組項目 

Ⅰ サーモンの種苗生産施設の基本構想の策定 

Ⅱ 水耕栽培生産の前提条件と位置づけの検討 
 

３．取組経過や主な調整プロセス 

６～10月 マーケティング調査や事業実施主体候補へのヒアリング等による、サ
ーモン養殖事業推進に向けた体制等の検討、関係者の意識醸成 

► マーケティング調査、関係者間の意見調整を通じて、関係者間は

緊密に連携し、生産体制の確立を着実に進めていくことが確認さ

れた。町内の最終水揚げ目標の成魚 2,000ｔを目指し、今後の稚

魚生産施設整備に向けた道筋を定めた。※ｐ2-3 図 1、2 参照 

10～11月 大槌駅裏地区の移転元地活用と周辺に生息する希少生物保護
を両立する施設整備に向けた関係者間調整 

► 移転元地の地下水調査結果では、魚類養殖に適した水であること

が判明した一方、周辺に郷土財活用エリアを有しているため、揚

水による郷土財活用エリアへの影響を考慮した産業利用が望ま

しいとの関係者間の意見調整が図られた。このことから、サーモ

ン稚魚生産施設は、町内の当該地以外で検討することが決定され

た。 

11～１月 マーケティング調査、関係者への意向調査による、水耕栽培事業の
事業可能性の検討 

► 立地・湧水等の観点から水耕栽培の事業可能性について検討し、

移転元地において水耕栽培事業による活用が有効であるとの意

見調整がなされた。また、大槌町への進出を希望する事業者候補

の発掘等、事業の具体化に向けた検討が大きく進展した。 

※ｐ2-4 図 3、4 参照 

 

主な関係者調整プロセスのポイント 
► 以前から大槌町との関わりがあり、町の現状等を把握している

(株)ＲＰＩ及びソーシャルアクト合同会社が、適切なタイミング

で関係者間を取り持つことにより、円滑な意見調整がなされ、生

産体制構築に向けた合意形成が実現した。 

 

 

事業実施主体候補への
ヒアリング 

ターニングポイント① 
綿密なマーケティング
調査と事業主体候補
者の意見調整によ
り、町内におけるサー
モン養殖事業推進に
向けた関係者間の意
識を醸成 

ターニングポイント② 
大槌駅裏地区の周辺
環境保全に係る関係
者間の調整により、同
地区活用の方向性を
明確化 

ターニングポイント③ 
町による積極的な渉
外活動により、水耕
栽培事業の担い手候
補を発掘 
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■ 「岩手大槌サーモン推進協議会」の立ち上げと今後の実施体制 

大槌町産業振興課が実施主体となり、作業委託先であるコンサルタント会社と連携して実施 
庁内の担当部署である産業振興課が主体となり、これまで町と関わりのあった水産業分野のコ

ンサルタント会社と連携して実施する。 

実施主体： 

 大槌町産業振興課 

連携主体： 

 株式会社ＲＰＩ 

 ソーシャルアクト合同会社 

（基本構想策定作業委託先） 

 

 

 

■ 取組工程 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■ 取組成果や重要な検討資料等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 令和４年度より養殖事業の本格実施 
（写真は既存の稚魚生産施設） 

図 2 Ａ社ニュースリリース 
（2022 年 1 月） 

利活用に向けた実施体制 

Ａ社
（海面養殖、最終生産者）

岩手大槌サーモン推進協議会
（準備会）

作業委託

大槌町産業振興課
（実施主体）

連携

助言
・協力
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漁港漁場漁村総合研究所
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連携
・協議 Ｂ社
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花巻農協・沿岸産直部会

日本クレソン協会

ワサビ加工業者

他市町漁業協同組合
（新規販売ルートの開拓）

(株)ＲＰＩ
ソーシャルアクト合同会社
（基本構想策定作業）

連携
検討

Ｃ社

水耕栽培関係者（候補）

協議・検討

新おおつち漁協
(漁場区画、海面養殖いけす)

• 水産加工業者や養殖業者等
を含めた検討体制を予定

c社 d社

e社 f社

g社

（サーモン養殖運営主体）
a社 b社

水産加工業者 連携
検討

Ｄ社、Ｅ社

Ⅰ
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等
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基本構想の展
開を図り、事
業化及び施設
整備を検討す
る。

事業内容の検討
例）
・事業実施主体の検討
・施設や運営の概要
・土地利用 等

基本構想の
とりまとめ

岩手大槌サーモン推進協議会準備会
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と、事業者公
募のための条
件整理。

事業の位置づけの整
理

事業者候補・関係者との協議

生産体制・販路の確保

岩手大槌サーモン推進協議会

事業者候補へのヒアリング
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４．今年度の取組成果 

成果１ 「養殖事業拡大に向けた関係者間の合意形成」 

► サーモン養殖事業について、関係者間での意見交換・ビジョン検討が行われ、町内で事業

を着実に進めることで合意した。町の新たな基幹産業として、雇用創出等に期待大。（令

和４年４月より、これまでの試験運用から本格事業実施に移行） 

 

成果２ 「移転元地での施設整備に向けた意見調整」 

► 移転元地に生息する希少生物保護の観点を踏まえ、湧水を活用した水耕栽培事業の可能性

を検討し、事業者候補の発掘等、事業化に向けた検討が大きく進展した。 

 

成果３ 「企業立地に向けた町による支援の強化」 

► サーモン養殖事業及び水耕栽培事業を着実に推進するため、町は新たに企業立地に向けた

補助金の予算化を行った。 

 

図 3 水耕栽培事業の想定される事業スキーム 

図 4 水耕栽培施設イメージ（写真は町外） 

建物⇒Ａ社保有

設備⇒ Ａ社orＢ社保有

土地⇒大槌町保有【確定】

設計会社

Ａ社

■想定事業スキーム

設計委託契約

土地・建物の権利関係

水耕栽培施設

建設会社

建設請負契約

維持管理
会社

維持管理委託契約
（業務毎に個別委託？）

Ｂ社

事業実施主体
⇒使用許可又は借地契約

資金調達 管理運営

契約関係

運営委託

維持管理

Ｂ社

敷地を使用許可
又は借地契約

大槌町

【主な課題】
・大槌町の課題→底地の権原設定、資金支援の可能性
・Ａ社・Ｂ社の課題→資金調達、事業実施時期、町からの支援の
範囲

運営

Ａ社

大槌
町

国

支援？

整備資金金融
機関

何らかの補助活用？

借入



 

2-5 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

５．今後の方向性 

サーモン養殖事業：新たな養殖施設等の立地、地元雇用や生業再生の促進 
 サーモン養殖事業は、成魚 2,000t 生産体制に向けて、既存稚魚生産施設の生産維持に加え

て、複数の新稚魚生産施設の整備を進める。長期目標としては、大槌町の基幹産業として、

採卵から海面養殖までの一貫生産を確立する。新サーモン稚魚生産施設の整備に向けては、

具体的な立地場所や事業スキームの精査を行う。 

水耕栽培事業：担い手となる民間とのマッチング、栽培施設の立地、特産品化に向けた官民共同の検討 
 水耕栽培事業は、担い手となる民間とのマッチングを図り、生産品目や運営体制、施設立地

等の特産品創出に向けた官民共同の検討を行う。 

 大槌駅裏の移転元地活用事業者の公募に向けて、条件整理等を行う。移転元地の活用は、周

辺環境や湧水の揚水量に十分配慮し、湧水利用と環境保全が両立する施設整備計画を策定す

る。 

 Ⅰ 基本構想の展開を図り、事業化及び施設整備を検討。 

 Ⅱ 事業の具体化に向けた検討と、事業者公募のための条件整理。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

６．取組主体・関係者の声 
これまでの状況や今回の取り組みにおける工夫や苦労など 
 コロナ禍のため、想定以上に視察・対面ヒアリングが困難であったが、

(株)ＲＰＩやソーシャルアクト合同会社が的確なタイミングで関係者間

を取り持ったことで、事業者間の円滑な意思疎通が図られ、「岩手大槌サ

ーモン」拡大への合意形成が図られた。 

 国内における稚魚・サーモンの生産状況等の現状把握がなされたことに

より、サーモン養殖事業について、関係者間での意見交換・ビジョンの検

討が行われ、町内で事業を着実に進めることで合意することができた。 

ハンズオン支援事業で今回取り組んだ感想など 

 震災から 10 年にわたり大槌駅裏地区の活用の方向性が決まらずにいたが、今回の調査結果に

より、同地区の方向性（活用方針案）を取りまとめ、議会や町民に対して報告することができ

た。 

 復興庁直轄調査を活用することで、適時適切に調査検討業務を実施することができた。 
 

大槌町役場 産業振興課 

岡本克美 課長 


